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委 員 会 調 査 報 告 書 

 

 本委員会は、議会改革につき調査を実施したので、その結果を次のとおり、

会議規則第７７条の規定により報告します。 

 

記 

１ 調査事件   議会改革に関する調査・研究 

 

２ 調査の経過  別添「議会運営委員会調査報告書」のとおり 

 

３ 調査の概要  別添「議会運営委員会調査報告書」のとおり 
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― 議会改革に関する調査・研究 ― 
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議会運営委員会調査報告書 

 

１ 調査研究の目的 

  新ひだか町議会は、地方分権等、社会状況の変化に即した議会であるために

は、どのような改革が必要であるかを真摯に検討するため、平成２５年７月に

議会改革骨子をまとめたところである。 

  これまで、議会運営委員会が中心となって改革の取り組みを進めてきた結

果、議会改革骨子に定めた検討項目については、ほぼ全ての項目について検討

が行われ実践へと結びついており、これらを検証し、さらに発展させていくこ

とや、検討は行ったが実現に至っていない項目について引き続き研究を行っ

ていくことなど、議会改革に継続的に取り組んでいくため、「議会基本条例」

を令和元年１２月に制定したところである。 

当該調査は、議会基本条例が目指している『町民に信頼され、町民が参加で

きる開かれた議会』の実現を目的に実施した。 

    

２ 調査の期間 

  令和２年４月６日から令和３年３月１５日 

 

３ 重点調査項目 

 （１）決算審査の進め方の検討 

 （２）議会基本条例に基づく検証 

 （３）通年議会導入の研究 

 

４ 調査の経過等 

 （１）会議開催等の経過 

回 数 開 催 日 調   査   事   項   等 

第 1 回 
令和２年 

４月 ６日 

① 調査事項、調査期間、調査方法等の決定 

② 本年度調査・研究テーマの確認 

③ 所管事務調査通知書提出（会規 73 条） 

第 2 回 ５月 26 日 

① 本年度調査・研究テーマの決定 

② 決算審査の進め方の検討 

・議会改革議員勉強会の開催について 

― ６月 12 日 議会改革議員勉強会 
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第 3 回  ７月 ２日 
① 決算審査の進め方の検討 

・特別委員会の委員構成、審査資料等の確認 

第 4 回 ７月 22 日 

① 決算審査の進め方の検討 

・特別委員会の進め方、審査報告等の確認 

② 議会運営基準の一部改正について 

③ 通年議会導入の研究について 

第 5 回 ８月 17 日 
① 決算審査の進め方の検討 

・各会派における検討結果等の確認 

― ９月 17 日 
第５回定例会 

・企業会計決算審査特別委員会設置 

― 
10 月 21 日 

～22 日 
企業会計決算審査の実施 

第 6 回 10 月 23 日 

① 決算審査の進め方等について 

・企業会計決算審査を終えて 

・一般会計・特別会計決算審査に向けて 

② 議会報告会の開催について 

― 11 月 11 日 
第６回臨時会 

・決算審査特別委員会設置 

― 
11 月 18 日 

～20 日 
一般会計・特別会計決算審査の実施 

第 7 回 12 月 11 日 

① 決算審査の振り返りについて 

② 議会基本条例に基づく検証について 

③ 議会報告会の開催について 

④ 政策提言について 

― 12 月 15 日 
 第７回定例会 

 ・各特別委員会審査報告 

― 12 月 24 日  町に対し政策提言書を提出 

第 8 回 １月 14 日 

① 議会報告会の開催について 

② 議会基本条例に基づく検証について 

③ 決算審査の振り返りについて 

④ 議会報告会の開催について 

⑤ 通年議会導入の研究について 

第 9 回 ２月 ９日 
① 議会基本条例に基づく検証について 

② 通年議会導入の研究について 
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第 10 回  ３月 ９日 ① 所管事務調査報告書まとめ 

第 11 回 ３月 15 日 ① 所管事務調査報告書提出（会規 77 条） 

 

５ 調査結果等 

（１）決算審査の進め方の検討 

① 調査の趣旨等 

決算審査の進め方の検討については、議会基本条例第 22 条で規定し

ている議会の機能強化を図るための取り組みとして、検討すべき項目と

したものである。 

 

② 調査の視点 

本町の決算認定審査の進め方が、決算認定制度の意義や視点が生かさ

れているか等について、道内の議会改革等先進地における事例調査を行

うなど、本町議会での進め方等について調査を行った。 

 

③ 調査結果 

本町の決算審査にあたっては、これまで水道及び病院事業会計は企業

会計決算審査特別委員会で、一般及び特別会計は決算審査特別委員会を

設置して審査しており、各特別委員会の構成はそれぞれ６～７名として

いた。これを当初予算の審議をしている予算審査特別委員会と同様に、

上記各特別委員会について、それぞれ全議員（議長及び監査委員を除く。）

による特別委員会を設置して審査することとした。 

運営方法等については別紙資料のとおり。 

    

（２）議会基本条例に基づく検証 

① 調査（検証）の趣旨等 

令和元年 12 月に制定した議会基本条例では、条例制定と併せて「検

証の仕組み」を構築したところであり、議会改革の継続的な取り組みを

推進するため検討すべき項目としたものである。 

    

② 調査（検証）の視点 

議会基本条例の目的が達成されているかを検証し、さらに発展させて

いくため等、議会改革を継続的に行っていくための調査、検証を行った。 

 

③ 調査（検証）結果 
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別添資料「議会基本条例検証結果報告書」のとおり 

 

（３）通年議会導入の研究 

① 調査の趣旨等 

通年議会導入の検討については、既に平成 30 年度の所管事務調査で

調査を行い、調査結果を保留としていたところであるが、議会基本条例

第 22 条で規定している議会の機能強化を図るための取り組みとして、

検討すべき項目としたものである。 

 

② 調査の視点 

既に通年議会及び会期の通年化を導入している道内の議会の事例を

調査した平成 30 年度の資料等により、本町議会への導入の必要性等に

ついて調査を行った。 

   

③ 調査結果 

通年議会や会期の通年化の導入に伴うメリット・デメリットなどや、  

本町議会への導入の必要性等について、具体的な検討には至らなかった

ことから、今後において検討を進めることが必要である。 

 

６ 主な取り組み 

 ア．「開かれた議会」 

年 月 内 容 

令和２

～３ 

９ 議会白書の発行 

通年 議会ホームページ・フェイスブックの運用 

通年 議会広報紙の発行 

逐次 本会議及び全員協議会のインターネット中継の実施 

   

イ．「親しまれる議会」 

年 月 内    容 

令和２

～３ 

９ 
北海道静内高等学校地理歴史・公民科「日高地域研究」発

表会会場として、議場を開放した。 

１ 
成人式において、新成人を対象に議会への関心度などにつ

いてのインターネットによるアンケート調査を実施した。 

２ 
議会報告会は、新型コロナウイルス感染症対策強化の状況

等を考慮し、中止することとした。 



5 

 

 

ウ．「信頼される議会」 

年 月 内    容 

令和２

～３年 

逐次 

本会議の円滑かつ適切な運営を行うため、「議会運営チェ

ックリスト」を導入し、本会議後の議会運営委員会におい

て振り返りを行った。 

通年 議長交際費の使途の公開。 

  

 エ．「政策立案に関わる議会」 

年 月 内    容 

令和２ １２ 町に対し議会政策提言書を提出 

  

オ．「議員の資質向上」 

年 月 内    容 

令和２ 
６ 議会改革議員勉強会の開催 

１２ （再掲）町に対し議会政策提言書を提出 

 


